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こうなっています町職員の給与
地方公務員の給与は、国家公務員などの給与に準じて定められていますが、本町職員の給与は、行財政

改革の一環として、基本給、勤務手当、寒冷地手当など独自に削減を行っております。

この公表は、町職員に支給されている給与の実態について、町民皆さんにご理解いただくものです。

�人件費（平成１６年度一般会計決算）

このグラフは、平成１６年度の一般会計決算における
歳出に占める人件費の割合を示したものです。
人件費には、一般職員の給与のほかに町長などの特
別職の給与、町議会議員の報酬、各執行機関の委員報
酬などが含まれています。

人件費率（Ｂ/Ａ）　１９.７％

�給与費の状況

※職員手当には、退職手当は含まれません。

※高校教員１２人と水道・下水道・一味園・デイサービスセンター
の職員２８人は含めていません。

職員数（Ｄ）８８人
一人当たりの給与費（Ｃ/Ｄ）　578万5千円

人件費
7億8,113万0千円
（19．7％）（Ｂ）

歳出額
39億5,921万3千円

（Ａ）

人件費以外
31億7,808万3千円

�平均給料月額と平均年齢
（平成１７年1月１日現在）

�初任給（平成１７年４月１日現在）

一般給与費（Ｃ）　5億912万5千円

給料  3億3,258万5千円

職員手当
5,509万1千円

�手当の状況
内　　　　　　　　容手当名内　　　　　　　　容手当名

期末手当
勤勉手当
（支給率）

・配偶者　　　　　　　　　　　　　　13,500円
・配偶者以外の扶養親族　２人目まで１人につき　6,000円
　　　　　　　　　　　３人目から１人につき　5,000円

・満15歳から満22歳までの子に対する加算額
1人につき　5,000円

扶養手当

・支給総額　　　　　　平成１４年度　11,161千円
平成１５年度　13,657千円

・職員1人当たり支給年額　平成１４年度　　116千円
平成１５年度　　142千円

時間外勤務
手　　当

・家賃の額が12,000円を超える借家等の場合
　　家賃の額に応じて27,000円を限度に支給
・持家の場合　　　　　　　　　　　7,000円/月

住居手当

・交通機関を利用する場合（通勤距離２㎞以上に限る）
運賃の額55,000円までは全額支給

・自動車等を利用する場合（通勤距離２㎞以上に限る）
距離に応じて2,000円から24,500円を限度に支給

通勤手当 退職手当
（支給率）

・手当支給職員の割合　　　　　　　　　22.2％
・支給対象職員1人当たり平均支給年額　59,400円
・手当の種類　　　　　　　　　　　　　８種類

特殊勤務
手　　当

勧奨・定年自己都合
27.30月分21.0  月分２０年勤続
42.12月分33.75月分２５年勤続
59.28月分47.5  月分３５年勤続
59.28月分59.28月分限 度 額

　勤勉手当期末手当 　国南富良野町
0.7月分0.6月分1.40月分 ６月期
0.7月分0.6月分1.60月分 １２月期
1.4月分1.2月分3.00月分 計

平均年齢平均給与月額平均給料月額区 分

40.7歳351,736円310,808円一般行政職

38.4歳309,600円295,180円看護・保健

49.3歳337,770円283,388円技能労務職

国南 富 良 野 町
区　　分

採用2年経過日給料額初 任 給採用2年経過日給料額初 任 給

184,400円170,700円178,800円165,500円大学卒
一般行政職

148,500円138,800円144,000円134,600円高校卒

期末勤勉手当
1億2,144万9千円

（平成１７年度　　一般会計当初予算 ）
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�一般職員数の推移（各年４月１日現在）

�特別職の給料・手当の状況（各年４月１日現在）

�議会議員の報酬・手当の状況（各年４月１日現在）

�級別の一般職員数（平成１７年４月１日現在）

この表は、町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数を示しています。

期 末 手 当 支 給 割 合給 料 月 額
区　　分

平成１７年度平成１６年度平成１７年度平成１６年度

月分2.00月分2.00６月期円620,000円620,000町　 長

月分2.20月分2.20１２月期円580,000円580,000助　 役

月分4.20月分4.20計円530,000円530,000教 育 長

※ 教育長のほか、一般職員と給料表が異なる高校教員１２人と準職員３人を除く。

期 末 手 当 支 給 割 合報 酬 月 額
区　　分

平成１７年度平成１６年度平成１７年度平成１６年度

月分2.00月分2.00６月期円240,000円240,000議 長

月分2.20月分2.20１２月期円191,000円191,000副 議 長

月分4.20月分4.20計円174,000円174,000委 員 長

円161,000円161,000議 員

計公営企業部門教 育 部 門一般行政部門区 分

4　　4課 長 ・ 参 事８級

131111課 長 ・ 課 長 補 佐７級

162113課長補佐・主幹・次長・係長・主査６級

14428係長・主査・主任５級

2911315係 長・主 査・主 任４級

278118主 事３級

74　3主 事 補２級

　　　　事 務 補１級

11030872合 計

備 考前年度比較１７年度１６年度１５年度１４年度区 分
2222議 会

一般行政部門

法定合併協議会の解散などによる減△　125262121総 務
4444税 務
1111労 働

機構改革による減△　110111212農 林
　　4455商 工
業務量増加による増　19899土 木
機構改革による減△　114151616民 生
　　同　上△　15666衛 生

21212121教 育特別行政部門
3344水 道

公営企業部門 2233下 水 道
正職員退職後の非常勤化△　126272731そ の 他

△　4126130131135合 計


